
要約

　インドは，ハイテク製品やサービスについて，ますます世界第一のイノベー

ターとなりつつある．しかも，そのイノベーションの潜在力から見ると実力

を発揮しているとはいえない．このことは長期的な産業競争力や経済成長への

直接的なインプリケーションとなっている．インドの労働者の約 90％はイン

フォーマル・セクターで雇用されており，インフォーマル・セクターはしばし

ば不完全就業で特徴付けられるほか，生産性も低くスキルも低水準の経済活動

である．インドは国の人口の半分以上が 25 歳以下であり，活動的な若年人口

から便益を受けているとはいえ，20 代半ば及びそれ以上の人々のわずか 17％

しか中等教育を受けていない．高成長を持続し貧困を多少とも解消するため

に，インドは，精力的にイノベーションの潜在力を活用していく必要がある．

それは，経済的・社会的な構造変化を達成するような，イノベーションに牽引

された急速かつ包括的な成長に依存している．

　本書の際立った特徴のひとつに，包括的なイノベーションに焦点を当ててい

ることがある．すなわち，インドの貧困層のニーズに最も深く関わっている知

識の創造と吸収への取り組みである．本書では，イノベーションという用語の

伝統的な解釈である，「世界で初めて」の知識の創造や商業化を促進すること

によってだけでなく，しばしば過小評価されるがより大きな影響を与えるよう

な，「市場では初めて」の既存知識の普及や吸収を通じて，成長の加速がどれ

ほど促されるかということを強調している．包括的なイノベーションは，そう

したことに付け加えられるものである．

　インドのイノベーションの潜在力を解放するために，同国は三つの柱からな

る戦略を展開する必要がある．
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1.	 インドは，より高いスキルやいっそう充実した情報インフラ，官民からの

さらなるファイナンスによって支えられた，投資環境改善への取り組みの

一環として，競争の高まりから便益を受けるだろう．

競争はイノベーションの解放にとって極めて重要である．インドは企

業間のいっそう激しい競争を促進しなければならない．1991 年にイ

ンド経済が対外開放されてから，民間セクターは，競争に最もさらさ

れた分野に最も多くの研究・開発（R&D）投資を行ってきた．2004
年に企業の R&D は 1991 年の 7 倍以上に高まった．競争を促進する

ために提案された行動には，破産に関する改革の導入や産業係争法の

近代化ばかりでなく，生産，土地，労働力，資本及びインフラ・サー

ビスの各市場について，例えば小規模産業への規制や外国直接投資

（FDI）の規制，輸入競争の障壁といった，本質的でない規制を撤廃

し，本質的な規制をより透明に適用することが含まれる．

限られたスキルや訓練が主なボトルネックとなっている．インドの製

造業企業のわずか 16％しか，勤務中の訓練を提供していない．これ

に対して中国では 92％，韓国では 42％が提供している．勤務中の訓

練を提供しているインド企業は，提供していない企業より 23 ～ 28％

生産性が高い．さらに，高等教育の就学率はインドではわずか 12％

であるのに対して，韓国では 90％，ロシア連邦では 68％である．ス

キルのボトルネックは，訓練に投資する企業への公的補助金の提供

や，総合大学や単科大学の財務及び経営の独立性の拡大，高等教育へ

の民間の参入の拡大によって解消できよう．

よりスムーズな情報の流れが必要である．インドは既に携帯電話につ

いて世界で最も急速に成長している市場であり，2006 年に無線電話

の契約者数は 55％急増した．しかしながら，都市部と地方の格差は

根強く，都市部では電話普及率は 40％であるが，地方はわずか 4％

にすぎない．国家研究・教育高速ネットワークによって新発見や知識

の拡大が加速しているが，インドでの接続性は中国，韓国，米国及び

EU 諸国の 1％以下である．情報に関する行動には，無線周波数帯や

無線ブロードバンドの周波数帯の割り当てを推進することや，携帯電

話やブロードバンドの地方でのロールアウトに対象を絞った補助金を

•
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•
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増加させること，　国家研究・教育ネットワークを展開・運営するた

めの組織機構に合意することが含まれよう．

アーリーステージ・ファンディングがいっそう必要とされている．　

2005 年に，アーリーステージ・ファンディングの取引は，ベンチャー

キャピタル及びプライベート・エクイティ・プロバイダーによる取引

のわずか 13％にしかすぎなかった．ドル建てでは，アーリーステー

ジの取引はそうした投資をはるかに下回る 4 ～ 6％にしかすぎなかっ

た．インドでシードステージ・ファイナンスとして提供された創業資

本は累計で 2,500 ～ 3,500 万ドルと推計されており，75 ～ 100 件の新

設企業には十分であるが 450 ～ 600 件の新設企業が必要とする資金

よりははるかに少ない．ファイナンスに関する行動には，ベンチャー

キャピタルによるアーリーステージへの投資を促すような規制や，民

間セクターが運営するベンチャーキャピタル・ファンドとともにファ

ンド・オブ・ファンズを作ることで，市場が見逃すようなイノベー

ションの分野（地方の産業や，貧困層を支援する草の根イノベーショ

ンといった分野）への民間投資に，政府がレバレッジの効いたリター

ンを提供することが含まれよう．ファンド・オブ・ファンズでは，成

長指向のイノベーションと包括的なイノベーションに別々の窓口が設

けられる．

2.	 インドは，知識の創造や商業化への取り組みを強化することばかりでな

く，世界や地場の既存の知識を広めることや，より小規模な企業の知識吸

収能力を高めることから便益を受けよう．仮に全企業が，既にインドで利

用されている知識に基づく国内のベストプラクティスを，コストをかける

ことなく達成できたならば，経済の生産高は 5 倍以上になり得よう．

生産性の格差は，知識をより良く普及させることの必要性を際立たせ

ている．金融，保険及び不動産企業の平均生産性は，農業企業のほぼ

23 倍である．しかしながらこれらの産業は雇用の 1.3％しか占めてい

ないのに対して，農業は雇用の 60％を占めている．既存知識をより

良く普及させるための行動には，クラスター・レベルでの公的技術支

援の拡充や，度量衡，標準，試験及び品質（とりわけ度量衡）のイン

フラの近代化と併せて，貿易や直接投資の対外開放度を高めることが

•
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含まれよう．インドは，既に国内で利用可能な知的財産に基づいて，

官民技術買収ファンドの創設で技術ライセンス取得のインフラへの支

援を強化することも考慮できよう．

民間企業は R&D支出を拡大する必要がある．国内の R&D 支出の合

計は GDP の 1％を超えたことがなく，75 ～ 80％は民間セクターに

よるものである．しかしながら，1998 ～ 2003 年の期間に，多国籍企

業がインドで R&D に 13 億ドルを支出し，その貴重な資産をより効

果的に活用できることを示した．民間 R&D を活発にするための行動

には，イノベーションを促進するような公共調達の活用に関する政策

や行動計画の開発ばかりでなく，公的なアーリーステージ技術開発プ

ログラムを整理・拡充することが含まれよう．既存のアーリーステー

ジ技術開発プログラムの改革には，インド研究・開発支援プログラム

や，主に小規模企業を対象に共同研究のいっそうの推進を目指す，小

規模事業イノベーション研究イニシアティブに基づいて，簡素化され

たマッチング・グラント・プログラムを設けることが含まれよう．

国内の新しい知識は商業利用に転換される必要がある．1995 ～ 2005
年の期間に，インドの特許出願者上位 50 のうち，44 の出願者は外資

系企業であった．インド系はわずか 6 機関であり，そのうちの 3 機

関は公的機構で，1 機関は公的企業であった．わずか 2 機関がインド

民間企業で，いずれも製薬業であった．商業化を進め，産業，大学及

び公立研究所の間の連携を強化するための行動には，技術移転局への

支援の提供や，特許管理会社の設立，テクノロジー・パークやイン

キュベーターの開発，インドの知的財産権の枠組みの改善が含まれよ

う．インドはまた，新ミレニアム・インド技術リーダーシップ・イニ

シアティブを強化することで，高リスク技術の R&D や商業化への支

援を拡充することも考慮すべきである．それには，プログラムを国際

的な共同研究に解放し，研究機関と民間企業の両方にグラントを供与

し，その結果得られるロイヤルティーを共有できるようにすることが

含まれよう．国際共同研究をいっそう推し進めるために，インドは，

内外企業が共同で先進的な R&D や商業化に取り組むのを促すよう

な，国際研究産業パートナーシップ・プログラムを設けることができ

•

•



xi要約

よう．

移住者をより効果的に活用する必要がある．インドの人口の約 2％の

2,000 万人が海外で生活し，インドの GDP の 3 分の 2 に相当する収

入を得ている．国外にあるインドの能力をより効果的に活用するため

の行動には，より大きな移住者ネットワークを支援し，既存のグルー

プに基づきこれらの人々の能力や資本をインドで活用するために結集

させることが含まれよう．

3.	 インドはより包括的なイノベーションを促進することで便益を受けよう．

それは，貧困者のためのフォーマルな R&D や，彼らのための創造的な草

の根の取り組みをさらに進めることによって，また，インフォーマルな企

業の既存知識の活用能力を向上させることによって，達成されよう．既存

の貧困者支援のイニシアティブを拡大する必要がある．包括的なイノベー

ションは，財・サービスのコストを引き下げ，貧困者が収入を得られる機

会を生み出す上で，重要な役割を果たすことができる．科学産業研究評議

会はインド農村部に適用できる技術を開発し，大学やフォーマルな民間イ

ニシアティブ（e- チョーパル やアミダ社のシンピューターなど）は便益

をもたらしている．国立イノベーション財団は 5 万件以上の草の根イノ

ベーションや伝統的な知識経験に関する保管庫を有している．そして，イ

ンフォーマル・セクターが知識をいっそう良く吸収する助けになってい

る，多くのイニシアティブがある．貧困者支援のアーリーステージの技術

開発により好条件のマッチング・グラントを供与することは，公的 R&D
機関，大学，非政府組織，国有企業，そして国際ネットワークの間の共同

研究を大幅に増加させよう．草の根イノベーターへの支援の拡大は，国立

イノベーション財団の影響力を高めることで提供できよう．伝統知識にテ

コを効かせて収入に転換するために，政策指向の知的財産権に関するシン

クタンクはより安価な知的財産の枠組みをいかに実行していくかについ

て，提案することができよう．最後に，インフォーマル・セクターや地方

の企業が既存知識をいっそう良く活用するのに役に立つように，成功を収

めている技術高度化プログラムを拡大することができよう．

　本書の三つの柱からなるイノベーション戦略の構成に含まれている行動指向

•
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の提言は，現実的で期限どおりに実行される計画を求めている．これは，イン

ドの政策策定者たちが，提言の間に優先順位を付け適切な行動の順序付けを開

発するのに最も良い立場にあるビジネス界及び社会運動の指導者たちとともに

仕事をするようなタスクフォースを含む，コンセンサスの形成過程を通じて達

成していくのが最も良いかもしれない．国民の関心をとらえるのに役に立つよ

うに，国中で清浄な水が利用できるようになるとか，都市の道路の混雑が緩和

されるといった，「大きな課題」に焦点を当てることが望ましいかもしれない．

インドの現行のイノベーション・システムの細分化を評価し是正し，適切な場

合はいつでも官民パートナーシップを活用することで，共同研究を奨励すると

ともにシステムを構成しているプログラムの簡素化を促し，インドのイノベー

ションの潜在力の解放に従って定期的に国際的なベンチマークで評価すること

で，現実的な目標の達成を監視するためには，官民のソフトな監督メカニズム

が必要かもしれない．包括的なイノベーションを伴うインドの成功は，貧困削

減や経済発展にイノベーションを役立てようとしている他の発展途上国や新興

市場経済に特に興味を持たれるであろう．
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